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国民保護の取組について 

 

■ 平成３０年度の取組 

 １ 市町村国民保護担当課長会議 

  (1) 日時・場所 

   ・ 乙訓ブロック   ：平成 30年４月 20日（金）14時～ 乙訓総合庁舎 

   ・ 山城北第１ブロック：平成 30年４月 27日（金）14時～ 宇治総合庁舎 

   ・ 山城北第２ブロック：平成 30年４月 26日（木）14時～ 田辺総合庁舎 

   ・ 山城南ブロック  ：平成 30年４月 25日（水）14時～ 木津総合庁舎 

   ・ 南丹ブロック   ：平成 30年４月 24日（火）14時～ 亀岡総合庁舎 

   ・ 中丹ブロック   ：平成 30年４月 17日（火）11時～ 綾部総合庁舎 

   ・ 丹後ブロック   ：平成 30年４月 17日（火）15時～ 峰山総合庁舎 

  (2) 参加者 

     府内各市町村国民保護担当課長等 

  (3) 内容 

   ・ 市町村国民保護計画の変更について 

   ・ 避難実施要領のパターンの作成について 

   ・ 住民避難訓練の実施について 

   ・ 避難施設の指定について 

 ２ 京都府国民保護セミナー 

   (1) 日 時：平成 31 年３月 15 日(金)13 時 20 分～16 時 

  (2) 場 所：京都府職員福利厚生センター３階  第１～第５会議室 

  (3) 参加者：府内危機管理関係機関、市町村国民保護担当者 ６０名  

  (4) 内 容：①講演「危機管理における自治体のリーダーシップと関係機関

連携のあり方」～9.11 米国同時多発テロ事件及びハリケ

ーン・カトリーナ対応を振り返って～ 

         講師 龍谷大学 政策学研究科 教授 青山 公三 

         ②講演「我が国の安全保障と自衛隊による国民保護」 

 講師 自衛隊京都地方協力本部長 １等陸佐 亀井 律子 

 ３ 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の全国一斉情報伝達訓練 

  (1) 平成 30 年５月 16 日（水）11 時 00 分 

  (2) 平成 30 年８月 29 日（水）11 時 00 分 

  (3) 平成 30 年 11 月 21 日（水）11 時 00 分 

  (4) 平成 31 年２月 20 日（水）11 時 00 分 



■ 令和元年度の取組 

 １ 避難実施要領のパターン作成に関する研修会 

  (1) 目的 

     消防庁と京都府が連携し、府及び市町村の危機管理担当職員等に対して、

国民保護事案発生時の住民避難に関する講義、避難実施要領作成演習等を行

うことにより、住民避難についての基礎知識、避難実施要領のパターン作成

要領等を習得させる。 

  (2) 時期 

     令和元年１１月上旬頃 

  (3) 場所 

     京都市内 

  (4) 内容 

    ・ 国民保護事案発生時の住民避難についての基礎知識 

    ・ 先進自治体における取組事例の報告 

    ・ 避難実施要領作成演習 

 ２ 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の全国一斉情報伝達訓練 

  (1) 令和元年５月 15 日（水）11 時 00 分 

  (2) 令和元年８月 28 日（水）11 時 00 分 

  (3) 令和元年 12 月４日（水）11 時 00 分 

  (4) 令和２年２月 19 日（水）11 時 00 分 

■ その他 

 ・ 京都府国民保護計画の変更 

    平成３１年度京都府組織改正に伴う組織名称の変更 


